
事務事業評価シート（総括表）

事務事業 60 地域協働事業への支援

章 2 ともに学ぶ、文化とふれあいのあるまち

大項目 03 ふれあい、参加、協議の推進

施策 01 コミュニティ活動の充実と支援

事業内容

目的
　住みよいまちづくりに向けた区民主体の活動を促進するために、地域のコミュニティ団体等の活動を支
援し、地域住民の交流参加の促進と連帯感の醸成を図ります。

対象・手段
　地域におけるコミュニティ団体から提案された地域イベント・活動及び地域センター事業を支援するこ
とにより、地域交流を促進し、住民主体の活動の芽を育みます。

成果（事業が意図する成果）

　住民参加と地域交流の促進が図られます。また、協働のための基盤が形成され、地域におけるコミュニ
ティ活動が活性化されます。

事業成果指標
指標名 定義 目標水準

公募制自主事業数
自主事業の数
　2事業×10地区

（ 平成19 ） 年度に

（ 20事業 ） の水準達成

事業参加者数の推移
特別出張所及び地域センターの自主事業参
加者数

（ 平成19 ） 年度に

（ 6855人 ） の水準達成

（ ） 年度に

（ ） の水準達成

成果の達成状況

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

事
業
成
果
指
標

目標値１① 事業 20.00 20.00 20.00 20.00 平成14年度実績の約５％
増

実績１② 事業 21.00 11.00 32.00 39.00

③＝②／① ％ 105.00 55.00 160.00 195.00

目標値２④ 人 6,855.00 6,855.00 6,855.00 6,855.00

実績２⑤ 人 4,441.00 5,085.00 15,034.00 20,041.00

⑥＝⑤／④ ％ 64.78 74.18 219.31 292.36

目標値３⑦ 0.00 0.00 0.00 0.00

実績３⑧ 0.00 0.00 0.00 0.00

⑨＝⑧／⑦ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

事業の実施内容

平成18年度
「地域交流の促進」　２特別出張所　（戸塚・落合第二）延べ６事業
地域センターの自主運営機能の充実
公募制自主事業の実施と拡充

平成19年度
「地域交流の促進」　１特別出張所　（戸塚）１事業
地域センターの自主運営機能の充実
公募制自主事業の実施と拡充



部名称 地域文化部 課名称 地域調整課

単　位 平成16年度 平成17年度 平成18年度 平成19年度 備　　考

ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

事業費⑩ 千円 1,292 1,103 4,082 3,348

人件費⑪ 千円 4,169 4,169 4,140 4,130

事務費⑫ 千円 0 0 0 0

減価償却費等⑬ 千円 0 0 0 0

総計⑭＝⑩＋⑪＋⑫＋⑬ 千円 5,461 5,272 8,222 7,478

受益者負担⑮ 千円 0 0 0 0

純計⑯＝⑭－⑮ 千円 5,461 5,272 8,222 7,478

受益者負担率⑮／⑭ ％ 0.00 0.00 0.00 0.00

財
源
内
訳

一般財源⑰＝⑯－⑱
千円

5,461 5,272 8,222 7,478

特定財源⑱ 0 0 0 0

一般財源投入率⑰／⑭ ％ 100.00 100.00 100.00 100.00

職員
常勤職員

人
0.50 0.50 0.50 0.50

非常勤職員 0.00 0.00 0.00 0.00

事業に関する検討課題

　公募制事業について、応募が多かった場合の評価方法を検討するとともに、公平性、透明性の観点からそ
の評価方法の周知についての検討が求められています。
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達成度 3
　周知方法や審査方法を見直し自主事業の幅を広げたことにより、目標の事業数２０事
業に対し３９事業実施できました。

実施の成果 3
　自主事業が３９事業、参加者数が２０，０４１人を達成するなど、地域住民の交流参
加の促進が図られたと言えます。

効率性 2
　地域のコミュニティ活動団体の自主性を尊重することにより、団体の創意工夫のもと
自主事業が、ほぼ効率的に行われたと言えます。

行政の関与 2
　地域のコミュニティ活動団体がコミュニティ活動を自主的に企画・実施し、それに対
し区が補助金を支出して支援するということで役割分担を明確にしてます。また、助成
対象事業の審査に特別出張所の職員も加わわるなど区の関与はほぼ妥当と言えます。

妥当性 2
　後期基本計画の指標地域活動参加率６３．８％から見て、地域のコミュニティ団体の
活動を支援することは、地域活動への参加促進に一定の役割を担っており、ほぼ妥当と
言えます。

施策寄与度 2
　この３年間で事業数が　１１事業から８２事業に、参加人数が５，０８５人から２
０，０４１人に拡大しました。より多くの地域住民の交流参加を促進することができた
ことにより、施策目的に寄与していると言えます。

総
合
評
価

　平成19年度の評価をBとした理由は、事業数と参加者数で十分な成果をあげることがで
きたからです。その内容は、事業数39事業と、参加者数20,041人です。
　また、過去３年間の実績では、平成18年度より事業助成を各地区10万円から30万円に拡
大し、事業数と参加者数が17年度に比べ３倍強の事業成果を挙げたことによりBと評価し
ました。

※

Ｂ
過年度評価

18年度 Ｂ
17年度 Ｂ
16年度 Ｂ
15年度 　

改
革
方
針

　この事業は、事業数や参加者数が目標水準を達成しました。今後は、公募制事業の評価
方法の公平性・透明性を高めながら継続していく必要があることから、経常事業の「地域
協働事業の支援」に引き継いで取組みます。
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